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公共工事の円滑な施工確保について
総務省自治行政局長
国土交通省不動産・建設経済局長

　公共工事の適正な入札及び契約の実施を通じて建設業の健全な発達を図るとともに、防災・減災、国土

強靭化対策の加速化を図り、国民の安全・安心を確保するため、令和３年１月28日に成立した令和２年

度第３次補正予算も含め、今後の公共工事の円滑かつ適切な執行を図ることが重要です。

　このため、「国民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合経済対策」（令和２年12月８日閣議決定）

や「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」（令和２年12月11日閣議決定）の趣旨及び「公

共工事の入札及び契約の適正化の推進について」（令和元年10月21日付け総行行第215号・国土入企第

26号）において要請した内容を踏まえ、公共工事の円滑な施工確保を図るよう、公共工事の入札及び契

約の適正化の促進に関する法律（平成12年法律第127号）第20条第２項に基づき、地方公共団体に対し

て別添１のとおり要請しましたので、お知らせします。

　また、公共工事の円滑な施工確保対策の充実を図るため、別添２の内容についても、取組の実施又は検

討を行うようお願いしておりますので、併せてお知らせいたします。

　　   ※こちらの内容は、２月１日付ホームページの「重要なお知らせ」欄にも
　　     掲載しております。

【別添１】
１．適正な価格による契約について

（１）適正な予定価格の設定について

　　予定価格の設定に当たっては、適切に作成された仕様書及び設計書に基づき、経済社会情勢の変化を

勘案し、市場における労務及び資材等の最新の実勢価格を適切に反映させつつ、法定福利費、公共工事

に従事する者の業務上の負傷等に対する補償に必要な金額を担保するための保険契約の保険料等、実際

の施工に要する通常妥当な経費について、適正な積算を行うこと。

　　加えて、予定価格に起因した入札不調・不落により再入札に付するときや入札に付そうとする工事と

同種、類似の工事で入札不調・不落が生じているとき、災害により通常の積算の方法によっては適正な

予定価格の算定が困難と認めるときその他必要があると認めるときは、入札に参加する者から当該入札

に係る工事の全部又は一部の見積書を徴することその他の方法により積算を行うことにより、適正な予

定価格を定め、できる限り速やかに契約を締結するよう努めること。

　　また、公共建築工事においては、適正な予定価格の設定等の取組について以下の通知を行っているこ

とから、これらを参考に、実勢を踏まえた適正な積算を通じた予定価格の適正な設定を図ること。

　　・「公共建築工事の円滑な施工確保に係る当面の取組について」（平成26年１月24日付け総行行第12

号・国営計第102号・国土入企第24号）



32

　　・「公共建築工事の円滑な施工確保対策に係る取組の強化について」（平成27年１月30日付け国土入

企第32号、平成27年10月27日付け国土入企第９号）

　　・「公共建築工事の円滑な施工確保について」（平成28年６月30日付け国土入企第７号）

　　　　なお、適正な積算に基づく設計書金額の一部を控除するいわゆる歩切りについては、公共工事の

品質確保の促進に関する法律（平成17年法律第18号）第７条第１項第１号の規定に違反すること、

公共工事の品質や工事の安全の確保に支障をきたすとともに建設業の健全な発達を阻害するおそ

れがあることから、歩切りについては、資材等の実勢価格を適切に反映した積算の徹底とあわせ、

これを厳に行わないよう、改めて徹底すること。

（２）ダンピング対策の強化について

　　低入札価格調査制度又は最低制限価格制度の適切な活用を徹底することにより、ダンピング受注の排

除を図ること。このため、低入札価格調査制度又は最低制限価格制度のどちらも未導入の地方公共団体

にあっては、早急に制度導入に向けた検討を行うこと。

　　また、「ダンピング対策の更なる徹底に向けた低入札価格調査基準及び最低制限価格の見直し等につ

いて」（平成31年３月29日付け総行行第103号・国土入企第65号）により要請したとおり、平成31年

３月の「工事請負契約に係る低入札価格調査基準中央公共工事契約制度運用連絡協議会モデル」の見直

しを踏まえ、低入札価格調査基準及び最低制限価格について、その算定方式の改定等により適切に見直

すこと。

　　なお、総合評価落札方式による入札には、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）上、最低制限

価格を設定できないことから、「総合評価落札方式による入札における適切なダンピング対策の実施に

ついて」（平成29年９月29日付け総行行第214号・国土入企第23号）を踏まえ、適切にダンピング対

策を実施すること。

（３）設計変更等の適切な実施について

　　設計図書に適切に施工条件を明示するとともに、設計図書に示された施工条件と実際の工事現場の状

態が一致しない場合、用地取得等、工事着手前に発注者が対応すべき事項に要する手続の期間が超過す

るなど設計図書に示されていない施工条件について予期することができない特別な状態が生じた場合、

災害の発生などやむを得ない事由が生じた場合その他の場合において必要があると認められるときは、

適切に設計図書の変更及びこれに伴い必要となる請負代金の額又は工期の変更を行うこと。さらに、工

事内容の変更等が必要となり、工事費用や工期に変動が生じた場合には、施工に必要な費用や工期が適

切に確保されるよう、公共工事標準請負契約約款に沿った契約約款に基づき、必要な変更契約を適切に

締結するものとし、この場合において、工期が翌年度にわたることとなったときは、繰越明許費の活用

その他の必要な措置を適切に行うこと。

　　特に、工事目的物の完成のために真に必要なもので、追加で施工を行った場合若しくは費用を要した

場合においても、（１）の趣旨を踏まえ、適切に設計図書の変更及びこれに伴い必要となる請負代金の

額又は工期の変更を行うこと。

　　また、遠隔地からの建設資材調達や地域外からの労働者確保に係る設計変更等については、「公共工

事の迅速かつ円滑な施工確保について」（平成25年３月８日付け総行行第43号・国土入企第34号）に

おいて通知した「平成24年度補正予算等の執行における積算方法等に関する試行について」（平成25年

２月６日付け国技建第７号）を参考に、適切な運用に努めること。
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　　加えて、契約後の資材や労務費の高騰等の変動に備え、いわゆるスライド条項（公共工事標準請負契

約約款第26条）を適切に設定するとともに、受注者からの申請に応じて適切な対応を図ること。また、

その旨建設業者に周知徹底すること。

２．適正な工期設定について
　　工期の設定に当たっては、「工期に関する基準」（令和２年７月中央建設業審議会作成・勧告）等に基

づき、工事の規模及び難易度、地域の実情、自然条件、工事内容、施工条件のほか、公共工事に従事す

る者の休日、準備期間、後片付け期間、降雨日などの作業不能日数等を考慮し、適正な工期の設定に努

めること。

　　特に、週休２日の確保等について考慮するとともに、その場合に必要となる労務費や機械経費、共通

仮設費、現場管理費などを請負代金に適切に反映すること。

　　また、労働力や資材・機材等の確保のため、実工期を柔軟に設定できる余裕期間制度の活用など、契

約上の工夫を行うよう努めること。

３．技術者・技能者等の効率的活用について
（１）地域の実情等に応じた適切な規模での発注について

　　工事の発注量や労務の需給に係る状況等から技術者や技能労働者の不足が懸念される地域では、技術

者等を有効活用するため、複数の工区をまとめて発注するなど、地域の実情等に応じて適切な規模での

発注を行うこと。

　　その際、施工箇所が点在する工事の間接費の積算については、「平成24年度補正予算等の執行におけ

る積算方法等に関する試行について」を参考に、適切に行うこと。

　　なお、復旧・復興事業による工事量の増大が見込まれる被災地域等においては、当該地域における建

設業者数や技術者数等を踏まえ、適切な規模での発注が行われるよう特に配慮するとともに、状況に応

じた適切な地域要件の設定等、必要な対策を機動的に講じること。

（２）技術者の専任等に係る取扱いについて

　　監理技術者等の専任に係る取扱い、現場代理人の常駐義務緩和に関する運用及び監理技術者等の専任

を要しない期間の設定等については、「監理技術者制度運用マニュアル」（令和２年９月30日付け国不

建第130号）における趣旨や、令和２年10月１日に施行された建設業法に基づく監理技術者の専任義

務の緩和及び主任技術者の配置義務の見直し等の工事現場の技術者に関する規制の合理化などを踏ま

え、また「主任技術者又は監理技術者の「専任」の明確化について」（平成30年12月３日付け国土建第

309号）も参考に、適切に対応すること。

４．施工時期の平準化について
　　施工時期の平準化については、円滑な施工確保に資することに加え、年間を通じた工事量の安定によ

る公共工事に従事する者の処遇改善や、人材、資材、機材等の効率的な活用促進による建設業者の経営

の健全化等に寄与し、ひいては公共工事の品質確保につながるものである。このため、「施工時期等の

平準化に向けた計画的な事業執行について」（平成28年２月17日付け総行行第41号・国土入企第17号）

において通知した内容を踏まえ、計画的に発注を行うとともに、他の発注者との連携による中長期的な
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公共工事の発注の見通しの作成及び公表のほか、「余裕期間制度の活用について」（平成28年６月24日

付け事務連絡）を参考とした余裕期間制度の活用などによる柔軟な工期の設定、積算の前倒し、工期が

１年以上の公共工事のみならず工期が１年に満たない公共工事についての繰越明許費や債務負担行為

の活用による翌年度にわたる工期設定などの必要な措置を講ずることにより、施工時期の平準化を図る

こと。

　　施工時期の平準化の推進に当たっては、「地方公共団体における土木部局以外の部局による平準化の

取組及び部局間連携の推進について（通知）」（令和２年９月３日付け総行行第226号・国不入企第12号）

を踏まえ、財政部局のほか、農林や教育など土木以外の部局を含め、各発注担当部局が緊密に連携して、

施工時期の平準化を図るために必要な取組を進めること。

５．入札契約手続の迅速化等について
　　入札契約手続の迅速化等を通じた着実な事務の執行を図るため、適切な地域要件の設定や、地域への

精通度等の適切な企業評価などにより、地域の建設業者の受注機会の確保に配慮しつつ、入札公告等の

準備行為の前倒しや総合評価落札方式における提出資料の簡素化、事業執行の迅速化や効率化に資する

適切な規模での発注、総合評価落札方式における技術審査・評価業務の効率化、地方自治法施行令第

167条の２第１項第８号に基づく随意契約（いわゆる不落随契）の活用等により、事務の改善及び効率

化に努めること。

　　特に災害復旧事業については、手続きの透明性・公正性等にも配慮しつつ、相当数の事業に係る入札

及び契約を短期集中的に行う必要があることから、平成29年７月に国土交通省において策定された「災

害復旧における入札契約方式の適用ガイドライン」も参考として、応急復旧事業や緊急度が極めて高い

本復旧事業について随意契約（地方自治法施行令第167条の２第１項第５号）を、それ以外の復旧事業

について指名競争入札方式を活用する等により、可能な限り手続に要する期間の短縮に努めること。

６．地域の建設業者の受注機会の確保について
　　官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律（昭和41年法律第97号）に基づく「令和２

年度中小企業者に関する国等の契約の基本方針」（令和２年10月２日閣議決定）を踏まえ、地域の中小

建設業者の活用により円滑かつ効率的な施工が期待できる工事等の発注に当たっては、適切な地域要件

の設定、地域への精通度等の適切な企業評価に努めるなど、引き続き中小建設業者等の受注機会の確保

に努めること。

７．建設業者の資金調達の円滑化のための取組について
　　建設企業が公共工事を円滑に実施するためには、当該建設企業が着工に必要な人員・資機材等を円滑

に確保できるよう、前金払（中間前金払を含む。以下同じ。）を適切に実施することが重要であること

から、未導入の団体については早急にその導入を図り、導入済の団体についても支払限度額を見直すと

ともに、地方自治法施行令等の規定により前金払をすることができる工事については、受注者である建

設企業の意向も踏まえ、できる限り速やかに前金払を行うほか、中間前金払制度の手続の簡素化・迅速

化など、前金払の迅速かつ円滑な実施に努めること。

　　また、地域建設業経営強化融資制度について、引き続き積極的な活用に努めるとともに、本制度の趣
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旨を踏まえ、債権譲渡の承諾手続の迅速な運用に努めること。

８．就労環境の改善について
　　令和３年１月28日に成立した令和２年度第３次補正予算等による経済効果の早期発現のためには、

発注者から元請企業、下請企業を通じて建設労働者に至るまで適切に支払が行われることが重要であ

る。そのため、「技能労働者への適切な賃金水準の確保について」（令和２年２月14日付け国土入企第

49号）を踏まえ、適切な価格での契約に努めるとともに、「建設業における社会保険等未加入対策につ

いて」（平成28年６月16日付け総行行第123号・国土入企第６号）及び「公共工事における社会保険等

未加入対策について」（平成29年２月28日付け国土入企第26号）を踏まえ、社会保険等未加入業者の

排除等に取り組むことにより技能労働者等への適切な水準の賃金の支払等を促進すること。また、前払

金・中間前払金の活用、適正な工期の設定や柔軟な設計変更などにより建設労働者の就労環境の改善に

努めること。

９．地域の建設業団体等との緊密な連携について
　　地域の建設企業が円滑に施工を行うことができる環境の整備により「防災・減災、国土強靱化のため

の５か年加速化対策」等による事業の着実な実施が図られるよう、地域の建設業団体等との意見交換等

を通じた緊密な連携を図ることにより、公共工事の受注環境等の把握に努め、工事の円滑な発注や入札・

契約の適正化等に努めること。

10．公共工事に関する調査及び設計の円滑な実施について
　　災害時をはじめとして、公共工事の円滑な施工確保のためには、公共工事に関する測量、地質その他

の調査及び設計の円滑な実施が重要な役割を果たすものであることから、調査及び設計の発注に当たっ

ては、公共工事と同様に、適正な予定価格の設定、ダンピング対策の強化、設計変更等の適切な実施、

適正な履行期間の設定、実施時期の平準化、災害復旧事業における入札契約手続の迅速化、地域の業者

の受注機会の確保、資金調達の円滑化のための取組、技術者等の就労環境の改善等に努めること。

【別添２】
１．低入札価格調査基準及び最低制限価格の見直し等について
　　ダンピング対策の更なる徹底に向けた低入札価格調査基準及び最低制限価格の見直し等については、

「ダンピング対策の更なる徹底に向けた低入札価格調査基準及び最低制限価格の見直し等について」（平

成31年３月29日付け総行行第103号・国土入企第65号）（以下「ダンピング対策通知」という。）等に

より、「工事請負契約に係る低入札価格調査基準中央公共工事契約制度運用連絡協議会モデル」（以下「中

央公契連モデル」という。）及び国土交通省での見直しを踏まえ、適切に見直すよう、繰り返し要請し

てきたところである。しかしながら、中央公契連モデルの基準を大きく下回る算定方式や設定範囲等の

基準により、低入札価格調査の基準価格（以下「調査基準価格」という。）及び最低制限価格を設定し

ている団体が一部で見受けられることから、改めて、その算定方式や設定範囲等の改定等により、適切

な見直しを行うこと。
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　　なお、中央公契連モデルの基準を大きく下回る算定方式や設定範囲等の基準を設定している団体（低

入札価格調査制度又は最低制限価格制度を導入していない団体や、入札金額に応じて調査基準価格や最

低制限価格が変動する算定式を用いている団体等を含む）については、今後、算定方式や設定範囲等の

基準の見える化等の取組を進めていく予定であり、あらかじめ、ご承知おきいただきたい。

２．低入札価格調査の適切な実施等による実効性の確保について
　　低入札価格調査制度については、ダンピング対策通知等に基づき、適切な活用を徹底するよう要請し

てきたところであるが、調査基準価格を下回る入札があった場合において、低入札価格調査の趣旨を徹

底した調査が実施されなければ、ダンピング対策の実効性が確保できないおそれがある。

　　ついては、低入札価格調査制度の実効性を確保するため、「公共工事の入札及び契約の適正化を図る

ための措置に関する指針」（以下「適正化指針」という。）の「第２ 入札及び契約の適正化を図るため

の措置、４ 主としてその請負代金の額によっては公共工事の適正な施工が通常見込まれない契約の締

結の防止に関する事項、（３）低入札価格調査制度及び最低制限価格制度の活用に関すること」のイ～

リに掲げる事項等について、改めて、適切な調査の実施を徹底すること。（別紙１参照）

　　また、ダンピング対策通知の「３．ダンピング対策の実効性の確保について」において、失格基準の

積極的な導入・活用や総合評価落札方式における施工体制の適切な評価などの措置等を講ずることによ

り、ダンピング対策の実効性を確保するよう要請したところであるが、必要に応じて、当該措置の実施

について改めて検討を行い、ダンピング対策の実効性の確保を図ること。（別紙２参照）

　　さらに、発注体制上の課題等により、低入札価格調査の実効性確保が困難である場合や、適切な低入

札価格調査が実施されていないおそれがある場合には、必要に応じて、最低制限価格制度の活用や、最

低制限価格制度を適用する金額等の条件の見直しを含めた検討を行うなど、ダンピング対策の実効性確

保に努めること。

　　なお、低入札価格調査制度については、適正化指針において、要領をあらかじめ作成し、これを公表

するとともに、低入札価格調査を実施した工事に係る調査結果の概要を原則として公表するなど、透明

性、公正性の確保に努めるとされていることに留意すること。

３．概算数量発注の活用について
　　概算数量発注（積算及び入札事務の簡素化・効率化を図ることなどを目的として、設計数量が概算で

あることをあらかじめ明示し、当初設計の数量（の一部）を概算数量により積算を行う発注等）につい

ては、「発注関係事務の運用に関する指針」（平成27年１月30日公共工事の品質確保の促進に関する関

係省庁連絡会議申合せ（令和２年１月30日改正））（以下「運用指針」という。）の「Ⅲ．災害時におけ

る対応」において、災害発生後の緊急対応にあたり、概算数量による発注を行った上で現地状況等を踏

まえて契約変更を行うなど、緊急度に応じた対応も可能であることとされているところである。このこ

とを踏まえ、災害復旧工事等の発注に当たっては、手続の透明性及び公平性の確保に留意しつつ、地域

の実情等も考慮し、必要に応じて、概算数量発注の活用についても適宜検討すること。

　　また、施工内容が単純であり、施工に当たり当初設計から大きな差異が生じにくいもので、早期に発

注することにより施工時期の平準化に資すると判断される工事等の発注に当たっても、手続の透明性及

び公平性の確保に留意しつつ、地域の実情等も考慮し、必要に応じて、概算数量発注の活用を適宜検討
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すること。

　　なお、概算数量発注を行う場合には、工事に関する施工条件等を設計図書に明示するとともに、当該

工事に係る数量が確定した際には、受注者が作成又は修正した図面等に要した費用・日数等を含め、現

地状況を踏まえつつ、適切に契約変更を行うこと。

４．社会資本整備交付金事業における債務負担行為等の活用について
　　施工時期の平準化の推進の観点から、「社会資本総合整備計画に係る交付金事業における施工時期の

平準化に資するための債務負担行為等の活用について」（令和２年３月31日付け総行行第93号・国土入

企第55号）により、交付金事業における債務負担行為の活用や、一括設計審査や早期着手交付申請の

活用等の取組を推進するよう要請したところであるが、当該通知の趣旨及び内容も踏まえつつ、引き続

き、交付金事業においても施工時期の平準化の推進に努めること。

５．地域の実情等に応じた適切な規模での発注等について
　　工事の発注規模や入札参加条件等については、工事内容や工事費、地域の実情等を適切に考慮して設

定されるべきものであるが、入札に付そうとする工事と同種・類似の工事で入札不調・不落が生じてい

る場合や、入札不調・不落により再入札に付する場合等においては、施工確保通知「６．地域の建設業

者の受注機会の確保について」の趣旨にも留意しつつ、地域の実情等も踏まえ、必要に応じて、複数工

区をまとめて発注する等の発注ロットの拡大や、当該工事における地域要件の緩和のほか、工期の適切

な見直し等について、適宜検討すること。

６．地域の実情に応じた随意契約の活用について
　　運用指針の「Ⅲ．災害時における対応、（１）確実な施工確保、不調・不落対策、（実態を踏まえた積

算の導入等）」の内容等を踏まえ、災害復旧・復興による急激な工事量の増加により、特定の地域にお

いて既存の積算基準類と実態に乖離が生じている又はそのおそれがある場合などにおいては、不調・不

落の発生状況にも留意しつつ、必要に応じて、不調随契や不落随契の活用も検討すること。
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岡 山 県 建 設 政 治 連 盟
自由民主党岡山県建設業支部 の収支報告について

　政治団体の決算は、政治資金規正法の規定により暦年となっており、決算終了後３ヶ月以内に収支報
告を岡山県選挙管理委員会に提出することが義務付けられております。
　「岡山県建設政治連盟」「自由民主党岡山県建設業支部」両政治団体の令和２年度決算についてさる
1月15日に監査を受け、2月25日に開催された地区代表者会において承認を得ましたので、その概要を掲
載いたします。

○岡山県建設政治連盟
令和２年度収支報告書 自　Ｒ２． 1． 1

至　Ｒ２．12．31（単位：円）

翌年度への繰越額　6,513,969 円 - 917,371 円 ＝ 5,596,598 円

収入の部
項　目 決 算 額 予 算 額 差　異 備　考

会　費

その他の収入

前期繰越金

    合　計

3,000 円 ×55７名

預金利子、戻入金

1,671,000

72,042

4,770,927

6,513,969

1,659,000

48

4,770,927

6,429,975

12,000

71,994

0

83,994

支出の部
項　目 決 算 額 予 算 額 差　異 備　考

経常経費

政治活動費

     合　計

会費請求書用紙印刷代他51,290

866,081

917,371

50,000

6,379,975

6,429,975

1,290

△ 5,513,894

△ 5,512,604

○自由民主党岡山県建設業支部
令和２年度収支報告書 自　Ｒ２． 1． 1

至　Ｒ２．12．31（単位：円）

翌年度への繰越額　848,255 円 - 664,850 円 ＝ 183,405 円

収入の部
項　目 決 算 額 予 算 額 差　異 備　考

党　費

その他の収入

前期繰越金

    合　計

預金利子

664,300

0

183,955

848,255

683,150

1

183,955

867,106

△ 18,850

△ 1

0

△ 18,851

支出の部
項　目 決 算 額 予 算 額 差　異 備　考

経常経費

政治活動費

    合　計

残高証明書発行手数料

党費還付金他

550

664,300

664,850

1,000

866,106

867,106

△ 450

△ 201,806

△ 202,256
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岡山県下公共工事の動向〈２月分〉

西日本建設業保証㈱岡山支店
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（建災防だより）
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（建退共だより）



1716

（法律相談コーナー）

第129回　バーチャル株主総会

●相談内容●
　最近、バーチャル株主総会という言葉を聞きますが、どんな株主総会なのでしょうか。

バーチャル株主総会とは
　株主総会の一般的なイメージというと、株主が会議場に集合し、役員から報告
事項の説明を受け、決議事項について質問や発言をし、採決を行う、という感じ
だと思います。物理的な場所で株主総会を開催するわけで、これをリアル株主総
会といったりします。
　これに対して、バーチャル株主総会とは、物理的な場所ではなくインターネッ
トなどの手段を用いて開催する株主総会をいいます。完全にバーチャルのみのも
のをバーチャルオンリー型株主総会といいますが、現時点では、バーチャルオン
リー型株主総会は認められていません。
　リアル株主総会とバーチャル株主総会を組み合わせたものをハイブリッド型株
主総会といいます。ハイブリッド型株主総会では、物理的な場所でのリアル株主
総会を開催しながら、その場にいない株主もインターネットなどの手段を用いて
株主総会に参加することができるのです。
なぜバーチャル株主総会なのか
　もともとは、2018年頃から経済産業省内で議論され、検討が進められていたも
のです。その背景には、近年のＩＴの発展と浸透状況を踏まえ、株主総会のあり方
（株主への情報提供、会社と株主の対話）を再考するという視点がありました。
　その検討結果がガイドラインとして公表されたのですが、折しも新型コロナウ
イルス感染症の影響で３密の回避やリモートワークへの移行が叫ばれたこともあ
り、いわばリモート株主総会としてのバーチャル株主総会にも注目が集まってい
るのです。実際、2020年６月には、上場会社のうち約120社がハイブリッド型株
主総会を開催したと発表されています。
バーチャル株主総会の論点
　バーチャル株主総会には沢山の論点があります。会場をどうするか、配信方法
をどうするか、セキュリティーをどうするか、配信遅延や通信障害の対策をどう
するか、株主の参加方法をどうするか、株主の本人確認をどうするか、株主のプ
ライバシーをどうするか、といった問題です。こういった論点があることもあっ
て、現時点では、ハイスペックな通信環境をもつ会社でなければ対応することが
難しいのかもしれません。
　しかし、ルールや環境が整備されてハードルが下がれば、普通の会社でも対応
することができるようになると思います。将来的には、バーチャルオンリー型株
主総会を開催することもできるようになるのでしょう。オンライン会議が今や当
たり前になりつつあるように、バーチャル株主総会もいつか当たり前になるのか
もしれません。

〇回　　答〇

弁護士　小林裕彦
（岡山弁護士会所属）

昭和59年一橋大学法学部卒業後労
働省（現厚生労働省）入省。平成元
年司法試験合格。平成４年弁護士
登録。会社顧問業務、企業法務、訴
訟関係業務、行政関係業務、破産
管財人、民事再生監督委員、地方自
治体包括外部監査業務などを主に
取り扱う。
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令和３年度
技術検定試験・受験準備講習会等の日程について

　令和３年度に実施される技術検定試験・受験準備講習会等の実施機関と日程は次のとおりです。
　受検・受講を希望される方は参考にしてください。
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令和３年度技術検定試験　実施日程・願書販売先（書面受付の場合）
インターネット申込・試験の詳細については各機関にお問い合わせ下さい。
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（建設業福祉共済団からのお知らせ）
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（建設業総合補償制度のご案内）
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3. 2. 4
3. 2.10
3. 2.15
3. 2.17
3. 2.19
3. 2.19
3. 2.24
3. 2.25
3. 2.25

岡山国道事務所、岡山河川事務所、高梁川・小田川緊急治水対策事務所との意見交換会
中国地区建設産業魅力発信推進連絡協議会（リモート）
全建 総務委員会（リモート）
全建 理事会（リモート）
技術研究委員会合同会議
正副会長会
岡山県建築住宅センター㈱取締役会
西日本建設業保証㈱取締役会（リモート）
理事会

とれたて  おかやま  いただきます！ 地産地消
進めよう！

おかやま

一般社団法人 岡山県建設業協会　　〒700-0827　岡山市北区平和町５番 10号
　TEL（086）225 - 4131　                           　　  URL : http://www.okakenkyo.jp

　FAX（086）225 - 5388　                           　　  E-mail : info@okakenkyo.jp

　　　　

発行

協　会　日　誌

3. 2.19
3. 2.26

建設現場における溶接ヒューム等に関する新たな規則の説明会
全国支部事務局長会議

建　災　防　日　誌

（岡山県からのお知らせ）

春の交通安全県民運動

『思いやり ゆとりは無事故へ つづく道』『思いやり ゆとりは無事故へ つづく道』
令和３年４月６日（火）～４月 15日（木）

交通事故死ゼロを目指す日　４月10日（土）
岡山県交通安全対策協議会

○全国共通の重点目標
　・子どもと高齢者を始めとする歩行者の安全の確保　・自転車の安全利用の推進
　・歩行者等の保護を始めとする安全運転意識の向上
○岡山県の重点目標
　・スピードダウンの励行　・合図の徹底
〇自主重点目標
　・飲酒運転の追放

重
点
目
標




